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研究ノート
アメリカ合衆国の発展途上国援助と土地改革
鶴
? ?
? 嶺
第二次大戦後，アメリカ合衆国は，日本をはじめとして，いろいろな国に土地改革を強
制もしくは要請，勧告してきた。この土地改革，とくに，発展途上国においてアメリカの
要請，勧告によって行われた土地改革は．アメリカの外交政策もしくは世界戦略の中でど
のような位置を占めていたのであるか。このきわめて興味のあるテーマが，アメリカ合衆-
国において，検討されるようになっている。ガリー・オルソンの近著『合衆国外交政策と
第三世界の農民—~アジア，ラテン・アメリカにおける土地改革J Gary L. Olson, U.S. 
Foreign Policy and the Third World Peasant, La叫 Reform切 Asiaa叫 Latin-.
America, New York, Praef:er, 1974は，そのような試みの一つである。
アメリカ合衆国の外交政策，世界戦略が，発展途上国に土地改革を要請，勧告すること
をその重要な政策内容の一つにしてきたことは，それ自体，わが国の学界，とくにマルク
ス主義の立場に立とうとする研究者の間に，大きな問題を投げかけるものである。これま
で，帝国主義の植民地政策は植民地の反動的なものを利用して遂行されるものであり，し
たがって植民地の前近代的なものが植民地政策によって再編，強化されることはあって
も，それが近代的なものによって置きかえられることはありえないと，かたくななまでに
主張されてきた。わが国の農地改革も，アメリカ軍の占領下に行われただけに，それがア
メリカ合衆国の世界戦略とどのような関係をもつかが，農地改革がその後の日本農業の発
展におよぽした影響，さらには日本資本主義の第二次大戦後の復興，発展に寄与した成果
と関連させて，その意義が問われなければならないのに，この点に関してことさらに目を
つむってきているのも，アメリカ帝国主義と土地改革の関連の究明が磁路になっているか
らである。それだけに，アメリカ合衆国の外交政策が土地改革の要請，勧告を重要な政策
内容の一つにしていたことの指適は，とくに興味深いことなのである。
オルソンは，土地改革と発展途上国援助をアメリカ合衆国外交の重要な政策内容とみな
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して， 日本，韓国，台湾，フィリヒ゜ン，ラテン・アメリカにおいてそれがどのように遂行
されたかを検討し，土地改革がアメリカ合衆国の外交政策にもつ意義を明らかにしようと
している。私のこの小稿は，このオルソンを通じて，アメリカ外交政策と土地改革との関
係について，アメリカにおいてなされている新しい研究が提起している問題をうけとめよ
うとするものである。オルソンは，まず，アメリカ外交政策の中で発展途上国の農業改善
と土地改革が重視されているが，その土地改革が政治的にどのような本質と内容をもつも
のであるかということと，土地改革政策と開発政策との関係を，最近活発になされている
ざん新な研究によって理論的に考察し，その上でアジアとラテン・アメリカの土地改革の
経過を具体的に追い，第三世界とくにフィリヒ゜ンとラテン・アメリカのようにこれまで思
いきった土地改革が行われなかった地域の将来について若干の見通しをのべている。ここ
では，ケース・スタディに相当するところは省略し，土地改革のやや理論的考察と将来の
見通しについてのべたところを検討することとする。
オルソンは，まず，ジェームス・ロゼナウの言葉1)を引きながら，発展途上国援助など
が，アメリカ合衆国にとって望ましい情況を維持し，望ましくないものを変えることによ
って，国際環境にたいする合衆国の統御を継続させるために国家の権威にかけて行う努力
にほかならないことを確認している。人道主義にもとづいてより富めるものがより貧しい
ものにわけあたえるものだといった俗論をしりぞけたのである。
このように，アメリカ合衆国の威信をかけて行われる発展途上国援助政策は，その国の
開発政策を大きく左右する。しかし，この発展途上国の開発政策を左右するもう一つの重
要なファクターは，その国の政治的・社会的な勢力関係であり，この政治的・社会的構造
を最もよく表わすものは，土地所有制である。したがって，土地所有制は，その国の発展
の重要な決定要因である。オルソンは，この土地所有制とその国の近代化との関係をはっ
きりと指摘したものとして，アーサー ・L・ドマイクの次の言葉をあげる。
「土地の配分と地主の政治権力機構にたいする関係とは，一国が近代化する割合と近
代化が生じる政治体制の双方の重要な決定要因である。」2)
1) James N. Rosenau, The Scientific Analysis of Foreifn Policy, New York 
The Free Press, 1971. 
2) Arthur L. Domike, Industrial and Agricultural Emplovment Prospects in 
Latin America, Arthur J. Field, ed., City and Country in the Third World, 
Cambridge, Mass., Schenkman, 1970, p. 158. 
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ドマイクの指摘は，バリングトン・ムーアのすばらしい研究に依存してなされたもので
あるが，バリントン・ムーアは中国，日本，インド， 欧米諸国およびソ連の検討を通じ
て，近代世界の形成において農民と地主がはたした役割を明らかにしようとしたのであ
る8)。
アメリカの発展途上国援助政策は，その国の農業開発と土地改革の重要問題を重視する
ものであると，オルソンはいっている。そして，農業政策と土地所有政策および土地改革
の諸問題とがアメリカ外交政策の必要不可欠の部分をなすことを正しく指摘したものとし
て，ケネス・パーソンズ4)をあげている。また， ドリーン・ワリナーの「合衆国は， 1950
年に，国連総会で土地改革に有利なボーランド決議を支持し，そうすることによって土地
改革を政治的武器として利用することでリーダシップをとろうとする共産主義者の要求に
挑戦したときに，はじめて，土地改革の唱道をその公的外交政策の一部とした」5)という興
味ある指摘と， 1950年代においてアメリカ合衆国が土地改革について公的に行った声明に
ついてのJ.P.ギッテンジャーの労作6)を註記している。アメリカの外交政策は， 1947年
に，ギリシャ， トルコの危機をきっかけにして「共産主義の脅威のあるところいつでもど
こへでも」でかけてゆくものに転換したが，援助政策の主力は1950年頃までは先進国の復
興援助に集中していた。これが発展途上国にも重点をおくようになるのは，中国革命の勝
利をへた1950年頃である。土地改革の唱道を公的外交政策にしたのが1950年であるとすれ
ば，体系的な発展途上国開発援助政策は，その出発点から土地改革をもっていたことにな
るのである。ギッテンジャーの研究は，いわば開始期における土地改革政策の検討ともい
えるものである。なお，この時期まではアメリカ合衆国は，土地改革を行わせた東アジア
3) Barrington Moore, Social Origins of Dictatorship a叫 Democracy:Lord a叫
Peasant切枷 Mah切goft加 ModernWorld, Boston: Beacon Press, 1966. 
4) Kenneth Parsons, Significance of Land Tenure Problems of Asia for United 
States Policy, Walter Froehlich, ed., Land r.切 ure,Industrialization and Social 
Stability, Milwaukee, Wis Marquette University Press, 1961. 
5) Doreen Warriner, Land Reform and D印elo.加虚切theMiddle East, London, 
Royal Institute of International Affairs, 1957, pp. 3-4. 
6) J. P. Gittenger, U. S. Policy toward Agrarian Reform in Uuderdeveloped 
Nations, Land Economics 17 (August 1961). 合衆国の発展途上国開発援助政策の
重要な内容に土地改革が含まれていること，およびそのような発展途上国開発援助が体
系的なものとして開始されたのが1950年頃であることについては，拙稿「後進国の経済
開発と農地改革（『経済論集』 9巻4号）「戦前の植民地政策から戦後の後進国開発政策
への変貌について」 (11巻2号）などにおいて指摘してきたつもりである．
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においても，日本においては土地改革を強力に推進させながら，農民の土地要求がもっと
強い朝鮮において，土地改革要求に適確にこたえられなかったという一貫しない政策をと
っていた。
発展途上国の大部分は，農業を主とする国である。アメリカの発展途上国援助が農業の
開発を重視したとしても，驚くべきことではない。人口の多くは農業に関係しているので
あるから，農業開発援助は，国民の大部分を引きつけるためのものと考えることも容易で
ある。また，土地所有制に注意をはらっても，土地所有制がその国の政治・社会構造を最
もよく示すものであるという理解があれば，当然のこととしてうなづくこともできよう。
問題は，土地改革である。なぜ，既存の政治・社会構造を重視してそれを強化するのでは
なく，その変化を求めるのかということである。この問いにたいする第一の答えは，革命
を改良にすりかえるためだというものである。このような見解をはっきりと表明したもの
としてオリソンは，サミュエル.p・ハンテングトンをあげている。そして，その「変革
過程にある社会の政治秩序』7)によりながら，その見解を説明している。
，，ヽンテングトンは，発展途上国においては，「農村部を支配するものがその国を支配す
る」と，次のように説明している。
「もし農村部が政府を支持するなら，その体制は革命にたいして堅固であり，その政府
は革命にたいして堅固になる希望をもつことができる。もし農村部が反対であるなら，
体制も政府も転復の危険がある」。8)
農民は，高度に保守的な役割を果すこともできれば，革命的役割を果すこともできるの
である。
たしかに，ロシアやアルジェリアの例にみられるように土地所有の恩恵に浴することが
ほとんどなく，高い地代を払わなければならない農民は，革命的になることがある。それ
でも，全面的な体制の転覆ではなく，身近な物質的奪取にむかいがちなのが農民である。
したがって，政府は農村部に有効な手をうって，農民の反抗的傾向をおさえることができ
る。 この農民の本質的保守性に， オルソンはハンテングトンとともに， 着目するのであ
る9)。土地をもたせ，物質的改善を行うことによって，戦闘的農民の結束を緩め，体制内
の保守的勢力にすることができるというのである。
しかし，オルソンは，この土地改革について考えるばあいに，それがもつ政治的本質に
7) Samuel P. Huntington, Political Order in Changing Societies, New Haven, 
Conn., Yale Univertisty Press, 1966. 
8) Ibid. p, 292. 
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まず注目しなければならないといって，ここでもハンテングトンの明快な指摘を引用して
いる。
「地主は，農民がえるものを失うのである。かくて農民は，工業労働者とは異なって，
所有と管理の現存体制を攻撃する以外に方法がない。土地改革は， したがって，単に農
民の経済的福祉の増加を意味するのではない。それは，権力と地位の根本的再配分，か
つて地主と農民の間に存在した根本的社会関係の秩序の再編成をも含むのである」9)。
土地改革の影響は，その国の政治機構に影響をおよぽすことに注目しなければならない
というのである。発展途上国では， 地主の集団が政治権力を握っているところが少くな
い。土地改革は，単に土地をもたない農民が土地をもつようになることを意味するだけで
なく，地主がそれまでもっていた土地を失うのである。地主が土地を失うことなしに，そ
の小作人がそれまで小作してきた土地を自分のものとすることができない。そこで，地主
の所有地の農民への移譲が，単にそれまでの小作人が経済的によりゆたかになるというこ
とをもたらすだけでなく，地主の経済的没落を意味する。そして，それが地主の政治的社
会的没落につながることが少くない。それまでの政治的・社会的構造の土台を変える結果
になるのである。
このように，単に農民の経済的地位の向上を意味するだけでなく，政治的・社会的構造の
変化をも意味する土地改革は，ふつう単に農業の改善を意味する農村改革 ruralreform 
と区別しなければならないと，オルソンは考えている。土地改革は，土地所有の変化を意
味する。そして，ただ大規模な土地所有の変化を通じてのみ，地主の政治権力は減殺され
る。その上にはじめて，新しい社会的，経済的，政治的関係が作り出される。この新しい
関係を作り出すための種々の改善を軽視してはならない。しかし，そのような改善を土地
改革自体と混同してはならないというのである。 オルソンは， ドリーン・ワリナー10)の
「土地改革にたいして農業改善のような広い意味をもつ表現を用いることは，実際の問題
を混乱させるだけだ」という考えを踏襲しているのである。土地改革が全般的な経済的・
社会的・政治的変化ー革命と結びつく可能性が強いのに，農業改善は，ふつうにはそのよ
うな大変革ではなく，現体制の枠内での改良，改善を意味するからである。
士地改革をきっかけにして地主と農民との経済的・社会的・政治的関係のすべてが変る
9) Ibid. p. 299 
10) Doreen Warriner, Land Reform and Economic Development, Cairo, National 
Bank of Egypt, 1955 
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ことがありうるということを，誰よりもよく知っているのは，地主と農民である。そこで
土地をもたない農民が，土地を求めて，経済的・社会的・政治的関係のすべての根本的変
化を求める革命に参加することが生じうる。オルソンは，そのようなケースとして，ベト
ナム，アルジェリア，中国，ロシア，メキシコ，キューバの革命をあげ，いずれのばあい
にも農民が決定的な役割を果したといっている。どのばあいにおいても，土地要求が農民
参加の第一の動機であった。
このように，地主と農民の対立が土地要求を動機にして，農民を革命の側に追いやる可
能性をみておいて，オルソンは，現在発展途上国に，この地主と農民関係が，経済的・社
会的・政治的に最も重要なものになっているところが少くないことを指摘する。そして，
これらの国において，土地改革が漸進主義，改良主義的なものとして行われうるとは考え
られないとしている。しかし，地主と農民の対立が経済的・社会的・政治的に極端な形を
とっていることが，したがって漸進的，改良主義的な改革ではすみそうにないという情勢
は，それだけで，その土地改革が必ず革命と結びついて行われることを意味するものでは
ない。地主がイニシアをとって土地改革を行うことはありうる。ただそこでは，たとえ地
主が土地改革のイニシアを握ったとしても，不満足なものに終ってしまう可能性が強い。
たしかに，ケネス・ガルブレイス11)ゃグンナー・ミルダール12)も指摘しているように，
地主が力を握っている政府が行う土地改革は，第二次大戦後の例をとっても，一般的にま
ったく不十分なものに終っているものが少くないからである。このような地主の抵抗につ
いてオルソンは，それは土地改革が法的権利の平等，権力構造の変化，農業所得分配の変
化などをともなうが，それらがすべて地主の犠牲によってなされるからであるとみてい
る。そして，この変化は少くとも次の4過程を含んでいるという。
1. 全国的，地方的農業政策と農民の生活，勤労条件とにたいする地主の全面的統御の
終末。
2. 農民が協同組合や同盟を結成する権利と機会。
3. 農民が政府にたいして自らの地方的，全国的代表を選び，かくして公共政策や政綱
に影響をおよぼす権利と機会。
4. 地方の行事や全国的開発に真の発言権をもつ権利と機会。
そして，そのような変化は，発展を保証するには充分ではないが，発展を実現する機会
11) J. Kenneth Galbraith, Conditions for Economic Change in Underdeveloped 
Counties, Journal of Farm Economics 33 (November 1961) 
12) Gunnar Myrdal, Asian Drama, N. Y.: Pantheon, 1968, p.1375. 
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を提供するには必要であるというのである。
このように，土地改革は政治構造の変化と農民の権利の拡大をもたらし，農民が積極的
に参加しうる行政は，地主の犠牲の上になされる。しかし，それが必ずしも資本家的体制
と対立するものでない状態を，すなわち民主主義的変革としての土地改革の課題を一つの
理想型の形で画いた後に，オルソンは，土地革改を社会改革の中心的役割を果すものにす
るのも，改革を完全に妨げたり，それを基本的に社会的平等の目標からかけ離れたところ
におしやるのもまた権力であるといって，権力の役割を重視するのである。土地改革が必
ずしも農民の権利の拡大や，農民の行政への積極的参加と結びつかない形でかなり徹底し
たものとして遂行されることを示すための伏線である。
そして，プリンストン・リーマンとジェローム・フレンチによって，保守主義者は一般
に士地改革に反対であるけれども，かなり徹底した土地改革のいくつかが，当の再配分の
構成員すなわち農民にたいしてきわめて非同情的な独裁的保守主義政府によって遂行され
たことが指摘されていることに注意をうながしている。そのような改革は，農村地域にお
いて予見されるか，現実的にすでに存在する不安に対応してなされ，全国的，地方的水準
における権力と特権の全面的再配分を防ごうとするものである。そのようなばあいには，
たとえ土地再配分が行われても，それが大規模な政治的再編成に進むとはかぎらない。む
しろ，その意図は，そのような権力の分散を防ぎ，農民の政治的自覚の前進をさまたげる
ことである。
このように，保守的独裁者など農民に同情をもたない政府によって土地改革が行われ，
農民の経済的・社会的・政治的な解放をともなう土地改革が回避されることが生じるの
は，農民にこれを受け入れる素地があるからである。
まず，伝統的な小農民や土地をもたない農民は，土地の取得を究極目標としており，そ
れさえ満足させられれば，現体制を安易に支持してしまう傾向がある。そして，政治権力
の奪取に直接むけられることは稀である。そこで，土地改革の本質に関する一つの重要な
事実は，農民の不満は土地改革を全面的な革命と結びつける可能性を一方でもちながら，
他方でさまざまな条件のもとで，いろいろな目的のために操作されるものであるというこ
とであろう。
そこで，合衆国およびその同盟者によって試みられたか，達成された士地改革は，一方
では農民を経済的・社会的・政治的に解放し，したがって農民が積極的に参加してゆく革
命と結びつく土地改革と比べてどうかという観点から検討することもできるし，他方では
より制限され，管理されたブルジョア農村改革ということでみるばあいにどうだったのか
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という観点から論議することもできる。
オルソンは，「一般には地主権力への真の侵害を含まない土地所有の変化は， 歴史的に
しばしば生じたことである」。といって，エリア・ツマの「農村改革の23世紀」 13)に注目
する。ツマは，土地所有変化の第一の目的が常に政治的なものであるといって，士地改革
がしばしば政治的秩序を破壊するためによりもむしろそれを安定されるために行われてき
ていることを指摘している。改革が政治的変化をもたらしている時でも，その目標は革命
を防ぐことである。そのような改革は，完全な土地再配分を避け，とくに，富と権力の分
散を防ぐ傾向がある。ツマは，それら改革がふつう社会秩序を変えることすなわち根本的
な農村問題を解決するよりも，そのような目標にむかう動きを鎮静化するために企てられ
たとみている。オルソンは，そのような例として，ギリシャ （ソロン）， ローマ（テイベ
リウス・セムプロニウス・グラッカス），ロシア（ストルイビン）をとりあげている。
このように士地改革は，根本的な社会変革＝革命と結ぴつく可能性をもっており， した
がって農業改善と区別して取り扱わなければならないものだけれども，農民を革命から切
り離すために，保守主義者によって行われることもありうるものである。歴史上の幾つか
の土地改革が，政治危機を回避するために行われたものであることを論じた後に，オルソ
ンは，土地改革政策と開発政策との関係について興味深い考察を行っている。ここでは，
発展途上国にたいするアメリカの援助政策についてアメリカで行われている大胆な検討を
ふんだんに取り入れている。
まず，開発および開発政策の一般的概念規定から始めている。開発とは，人間の個性の
可能性 thepotential of human personalityを実現すること，すなわち，機会とそれ
13) Elias Tsuma. Twenty-six Centuries of Agrarian Reform, Brerkley and Los 
Angels, University of California Press, 1955 土地改革を土地所有制の歴史的割期
として意義づける見解は，わが国では，農林省監修，農地改革記録委員会編簗『農地改
革顛末概要」農政調査会1951年以来ひろくとられてきた． しかし『農地改革顧末概要」
などが，いわば社会の歴史的発展の画期として，その積極性を一般的に評価してきたの
にたいし，ツマとオルソンが，それがしばしば農民による革命を抑えるための処置とし
て行われてきたことに注目しているのは，きわめて興味深い。両者の違いは，ストルヒ°
ンの改革の評価にはっきりした形をとっている． 『殿地改革顕末概要』がそれをロシア
農業近代化のための「おそまきながら進歩的であり， 通過しなければならない最低綱
領」 (1251ページ）と把えているのにたいして， オルソンは， レーニンの農業資本主義
化の二つの道の理論をとり入れて，これを農民的なコースに対立する地主的コースとし
て把えている．
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を利用する能力を拡大することを助ける条件を提供することである。それは，飢俄の減
少，物質的必需品を購入する能力と仕事の増大，そして不平等の全般的減少を含むもので
なければならない。したがって，基本的な人間的必要（生存，安全，愛情，尊敬，自己形
成）の充実に関して体制の能力を増大することを企図せず，また貧困，不平等および失業
を減少させることを計画しない開発計画は，開発計画と認められない。そして，この開発
計画の定義は，農民が国民的開発の努力に大量に参加することを含むものだというのであ
る。
オルソンは，また開発計画は量的に測定できる物的進歩をこえた精神的・主観的開発領
域も軽視されてはならないという。すなわち，人が完全に人間的生活をいとなむ機会を提
供するために，人間の発展は自己実現の必要を満たす機会を要求するといったことにも注
意しなければならないというのである。
このような観点にたって，オルソンは，これまで開発について書かれたものがおちいっ
ている過ちを指摘している。第一には，第三世界の諸国を工業化をめざすものとしてえが
いていることである。たしかに，経済的，技術的に発達した国のものを模倣することが第
三世界を特徴づけてはいるけれども，開発の概念は質的に異った道を選ぶことをも許すも
のでなければならないというのである。
次に，開発を経済成長と混同する過ちが指摘されている。国民所得の増大もしくは産出
の拡大が必然的にそれぞれの地城の必要に焦点をおいた自己充足的な開発を促進すると考
えるのは間違いで，多くの第三世界の国には，成長と開発との間の対立的相関関係が存在
している。たとえば，工業国の原料需要が急速に増大する時にその輸出国はその領域にお
いて人工的な成長を経験するかもしれないが，そのような成長からえられる利益は，生産
手段を統御している少数のエリートによって独占されがちである。外国の必要のためにか
きたてられる工業の成長は，その国の開発にむけられないことがありうる。成長は国際的
分業の枠内で経験され，巨大な多国籍企業にとって好ましいものであり，経済的な動機が
工業過程のいくつかの段階が第三世界に配置されるようにと作用することがありうるけれ
ども，新しく建設された工場は外国資本の完全な支配下にあり，その国の必要よりも多
国籍企業の国際的必要の方向にむけられていることがありうる。そして，その国において
は， ただ外国資本のエージェントとして機能している民族資本だけが利益をうけるだろ
う。その国の市場をおさえるために外国人所有の下請工場が第三世界の国に作られたり，
拡張されたりすることは，その国の経済をいびつにし，ただ外国資本のエージェントだけ
を利するものとなる傾向をもつというのである。
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このような情況に対応するためにつくられた，開発についての巧妙な定義は，産出にお
ける成長を所得の再分配と結びつけるものである。そこを貫いている想定は，産出の増大
が最優先され，再分配に先行しなければならないということである。すなわち，産出の増
大がなければ分配するものがないという譲論である。
このような誰論についてオルソンは，再分配は生産が増大するのを待たなければならな
いという意見は，現状維持を求めるエリートに好都合な理由づけを提供するという。実際
にその過程で生じていることは， ドーナーが指摘するように，私有財産制のもとにおいて
は，生産手段の所有者たちは，その利用からも所得を得るのであり，増大された産出は大
なり小なり自動的に，その生産過程において， その所有者に分配されるということであ
る。また，豪華な邸や自動車の生産によって国民所得が増大しても，それらを低廉な住居
やバス輸送に変えることができないといった事実も注目されなければならないというので
ある。
さらに，多くの第三世界の国に存在する分配の型は，政治的・経済的現実とくに財産配
分を反映していることが注目されなければならない。この事実は，開発計画の選択もしく
は，開発を国民の目標として追求するかどうかといった初歩的疑問にも強い影響をおよぼ
している。
さらに，「従属的第三世界資本主義」においては，再分配の機能さえ存在しない。増大
した成長からえられる利益は，現存する権力の様相と同じ姿をとる傾向がある。低開発自
体が特定の歴史的過程の産物なのである。国際的な分配の不平等は，それにそっくりなも
のを，多くの第三世界の国の内部構造にもっている。かくして，外国資本とその国のエリ
ートの同盟が，再分配計画や徹底的な開発政策の採択をさまたげる要因として働いてい
る。増大された利益の分配は，この利益の増大が達成される過程ときりはなすことができ
ない。オルソンは，開発についてのこのような検討によって，真の開発の重要な内容であ
る構造的変革の示唆がえられるといっている。すなわち，開発とは構造的変革と人間の搾
取と抑圧からの解放との一致したものとして考えられなければならないというのである。
ここで， オルソンは， ジェームス・D・コククロフト， アンドレ・コンダール・フラン
ク，デイル・ L・ジョンソン，ネイル・H・ジャコビー14)などとともに， 低開発に現存
している条件を前提すれば，同時に解放でもある構造的変化がもたらされうる唯一の手段
は政治であるという見解に立っている。もし自足的開発が生じるべきだとすれば，発展途
14) Neil H. Jacoby, Land Reform and Economic Development, Baltimore: Penguin, 
1972. 
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上国の政府と国民は，困難であり，そして，しばしば社会の多くのグループの利益にたい
して脅威である社会変化を作り出すことでイニシアテイプをとらなければならず，彼らが
この基本的条件を満たさないならば，商品と資本を最大限に貧しい国に移しても，それは
永つづきのする価値をもつものは何も達成することができないと考えているのである。
ラテン・アメリカやフィリピンにおいて構造的変化を最も必要とするもののなかで，最
も根本的なものは，現存する土地所有制である。政治的・経済的・社会的進歩をとげるた
めに農業が果さなければならない役割は理解されるようになっている。 より重要なこと
は，農業開発に貢献できる能力，土地所有の形と現在の権力機構を改革することである。
「近代化された」すべての国の発展過程は，支配階級を土地との直接的なつながりから切
り離す過程をもっていた。
土地改革が戦略的になるのは，同じ一般的政策において雇用と分配の目標が分離する
よりもむしろ結合しようとすることにある。この結合は，土地の財産権をそれを現在も
っているものから，所有しないかもしくはほとんどもっていない者に再配分することな
しには達成されない。
しかし，広範囲にわたる土地の再配分が発展を導くのに必要なステップであると認めて
も，すでにのべた政治的強制 constraintのために，それもまた，平和に採用されること
がありそうにない政策であることも認められなければならない。政治的妨害のために，フ
ィリヒ°ンとラテンアメリカの土地所有制度は，停滞の主要な要因である。土地改革は，伝
統的な政治的発展の文書が真剣に論議しようとしない基本的機構要因である。
そこで，土地改革に関する重要な事実は，それが政治権力の基本問題を物語ることであ
る。土地所有階級は，集中された権力がその手中に見出される支配階級の一部である。土
地改革は，質的に異る民族的コースをとる中での最初の過程として，彼等の外国の同盟者
の利益と直接に衝突する。かつて土地所有者だった人達と都市のエリート（これはしばし
ば同一人なのだが）の結合が強められるのを防ぐ努力なしに，農村セクターにおける土地
所有階級の所有を単に弱めることは，その国全体にたいして再配分の利益を妨げる傾向が
あるだろう。それは，真の発展に導かないだろう。この性格のプルジョア改革は，その結
合を有利にする支配的な社会経済機構を固めるだけの効果をもつだろう。過去から急激に
断絶することなしには，発展は有利な環境を与えられない。これほど重要なものはない。
土地を所有する寡頭支配者の政治権力が除かれるならば，家族，国家もしくは共同農場へ
の再配分は，以前の借地人，失業労働者，小土地所有者，貧農および土地をもたない農民
を利しながら，その環境にしたがって前進的な選択を作り出す。このように，土地改革を
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めぐる政治的関係とそれが開発にもつ関係を論じた後に，オルソンは，アメリカ合衆国の
外交政策の政治的手段としての土地所有変革の特殊な適用例として，日本，韓国，台湾の
土地改革を検討している。
アメリカ合衆国の発展途上国農業にたいする援助政策と土地改革政策とがその国の開発
にもつ関係を明らかにするために，オルソンは，日本，韓国，台湾などで行われた土地改
革を検討じた。そして，合衆国の利益が，第三世界の土地改革にたいして不干渉主義的な
ボーズをとることを必要とし，そして，実際に遂行された政策は，自足的発展を妨げる要
因を作ってきたという結論に達しているのである。
オルソンは，まず根本的な土地改革が発展への必要な第一段階だという一般的な同意が
存在するとはっきりと断言している。しかし，そのような変化の結果起りうることは，全
般的な合衆国外交政策目的にとって危険で手に負えないと思われることがありうる。平等
な土地所有情況に固有な革命の潜在力は，合衆国に敵対的なグループの指導のもとに農民
が動員されるはっきりした可能性を含んでいる。そのような土地改を行った社会において
民族的発展が進む方向を推測することは困難である。合衆国は，そのような改革に反対す
るか，それが必要で不可避と判断されるところでは，それを統制し方向づけしようとして
きた。合衆国農業戦術は，現存する合衆国の利益を保持し，新しい利益を促進するために
それが社会的に安定化するかぎりで地主・農民関係を変える努力をしてきたのである。
日本，韓国，台湾においては，合衆国の農業政策は，そこに生じた発展過程の性格と方
向の双方を決定する要因であった。農村の対立が合衆国の統制下にない人達によって解決
されたばあいには，より大きな合衆国の目標に象徴的に結びついている土地エリートの地
位を危険にするかもしれないということが，明らかに合衆国外交政策立案者の懸念であっ
た。オルソンは，このようにして開発過程は，この目標と一致しているグループにたいし
てのみゆだねられたのであったと考えている。
第二次大戦直後の三つのケースは，ある情況のもとにおいては，農村改革は一潜在的
反乱の拡散と狭義に規定されるならば，—真の土地改革の解放的要素と結びつくとは限
らないことを示している。また，ある環境のもとにおいて，農民は，注意深く統制された
農村改善の初期においては革命的呼びかけにあまり敏感でないこと，そして，さらにある
条件のもとにおいては，改革が農民を国民の富および権力の再配分の要求について感染さ
れることから防ぐために，隔離しうることを示している。また，ワシントンが1S50年以来
土地再配分を好むものであったということもできない。フク危機とフィデル・カストロに
よるキューバ革命の成功の直後の期間を例外として，合衆国は，フィリヒ゜ンかラテン・ア
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メリカに最も制限された土地改革でさえ，てこ入れする考えをもとうとはしなかった。そ
うしなかった決定要因として，オルソンは次のように指摘している。まず第一に，合衆国
と同盟する土地所有に基礎をおくエリートの地位をおびやかす強力な農村地方からくる脅
威の欠如，第二に，他の少くとも一時的に成功的な反燐起の技術の可能性，最後に，そし
ておそらく最も重要なものなのだが，政策が国内諸グループに適用される効果的な統制の
水準によって影響されてきたことである。
合衆国対外農業政策は，しばしば最初の企図にもかかわらず，世界のこれら二地域に限
界のある土地改革でさえももたらすことを含まなかったし，そのようにデザインされるこ
ともなかった。しかし，同時に，しつような現状維持は，全般的な合衆国の目的とまった
く共存できるものであるということはできない。農村の発展は，合衆国にとっていくつか
の利益を含むことは明らかである。農村大衆の長期的安定化とともに，合衆国消費財にた
いする購買力をもつ農民プチ・プルジョアを作り出すからである。
また，海外の土地所有の変化にたいする合衆国の圧力は， おおむね， 地理的位置によ
って異なり，冷戦に関する根本的な政策配慮を反映しがちな合衆国の国家利益 national
interestの作用であることも明らかである。このようにして， アジア（日本， 韓国， 台
湾）において，限界のある士地改革を実行させた合衆国の圧力は，左翼諸グループの実際
的もしくは潜在的費威を中和するための政治的装置であり，その結果，ごの地域で合衆国
の安全保障の利益と最も合致する利益をもつと見なされるその地方のエリートの地位を固
める働きをしたのである。これにたいしてフィリヒ°ン，ラテン・アメリカ，すなわち，合
衆国の戦略的目的は確かに存在しはするが，最も明瞭に合衆国の経済目標に従属する地域
では異ったことがみられる。そこでは，たとえ反政府運動をきわだった農村改善なしで我
慢できる水準におさえこむことができるとしても，合衆国資本の拡大にたいする国内市場
開発が，限界づきの土地改革を必要としうる。
合衆国外国投資のそれ以上のパターンは，確心をもって予見し難い。しかし，利用でき
る諸統計は，当該国内市場の目的のために，合衆国工業の海外関連企業の成長が増大する
方向を示している。合衆国企業の海外関連企業の販売は，一般的農業および原料輸出が，
いくつかの例外はあるが，重要性を減殺するのと同時に，増大している。
合衆国にとっては，士地再配分の何らかの形態は，都市勤労階級をたぺさせるための食
料生産と，拡大する商品需要および依存的経済発展を一般的に推進するための誘因を増大
する目的で，望ましいものとなるかもしれない。この筋書きの中で土地改革は，経済的利
益と政治的便益との魅力ある結合の姿をとる。最近，ただ合衆国の経済界の少数ではある
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が少しずつ増えている人達が，注意深く推行される土地改革が，一方では，経済的停滞か
ら，他方では，私企業に敵対的な社会主義体制から彼等の長期にわたる利益を保護するだ
ろうと信じるようになっている。
合衆国の利益が容易に予測されるので，先見の明ある外交政策の実行者が，統制された
土地改革を推進することで外国ブルジョアジー内の要素に影響を及ぼし，助けようとする
だろうと推測されるかもしれない。おそらくこれは，左翼諸グループが着実に悪化しつつ
ある農村の状態を利用して勢力をのばすのに対抗して，合衆国の経済的利益を守るために
より強力で，より高価な手段を導入することをよぎなくされる以前に試みられるだろう。
これらの条件のもとにおいて，合衆国の政策立案者がまずしなければならないことは，
発展途上国の上層階級に権力から遠のくように説得することである。この上層階級の協力
がなければ，合衆国は日本で可能になったように，改革の過程を処理することは，きわめ
て困難である。さらに，今日の発展途上国で，地主の支持もしくは同情なしでやっていけ
る体制はほとんどない。もちろん，蒔介石と JCRRに，きわめて成功した「土地を耕作
農民へ」という計画を可能にした情勢と比べられるようなものはぜんぜんない。台湾で
は，変革の遂行者が中国本土から逃げてきた人達であったために，土地所有階級に依存し
ておらず，自分自身の土地をもっていなかったので，土地改革は平定化の手段として有効
に機能したのであった。
したがって，この過程を遂行するために直面しなければならない困難は絶大なものであ
る。合衆国は，土着のエリート達に何の保障もなく，その地位を掘り崩すことを要求しな
ければならない。しかも，これらのグループの大部分は，革命にとって代るものとしてで
あれ，工業発展の基礎としてであれ，最小限の改革すら行う気はぜんぜんないのである。
経済発展のための必要性が，この利益集団に緊張をもたらし，合衆国と発展途上国の上
層階級との間に続いた相互関係を強めさせることは，ほとんど疑いのないところである。
歴史的経験は，工業化は資本家的なものであれ，他のどのようなものであれ，伝統的な
農業構造の改革を要求するものであることを明らかにしている。しかし，ラテン・アメリ
力とフィリヒ゜ンにおいては，民族的産業資本が全面的な資本主義発展のために要求される
諸改革の推進者になるかどうかは疑問である。とくに土地改革は，単に土地の没収にとど
まらない変革となるかもしれない。小作関係の変貌は，現存する政治的・経済的力の配分
を，全国的規模で疑問とするかもしれない。小数の地主支配者と工業界のエリートは，土
地再分配にたいする危惧と反対とで，区別できなくなる傾向にある。いくつかのラテン・
アメリカの国でみられるように，権力を握っている資本家は，封建的大地主が生きのぴる
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ことを許し，そのためにどれだけかの農村市場を失うことが生じる。しかし，そのかわり
に，封建的大地主は土地を独占し，地方を統御することによって，資本家に安い労働力，
保守的な立法と行政および一般的な政治的安定をもたらす。さらに，農村の支配者達は，
都市の不動産を購入するというように，経済の多くの領域で金融活動に従事し，そして，
「産業資本家」と「封建地主」との区別をいっそうつけにくいものとするのである。この
ような情況のもとにはきわめて限界のある改革でも，合衆国のイニシアテイプによってよ
うやく行われるにすぎない。
極端なばあいには，合衆国が，合衆国の投資家に望ましい交易条件が作り出されること
が保障されるならば， 軍部のクーデターによる権力掌握をうながすこともおこりかねな
い。軍部は，しつような反対を排して改革を遂行し，産業資本家に開発のエージェントl：.
しての役割を果す勇気をあたえ，支配階級の中にある非農業的な要素の利益をいっそう強
めるのに充分な力をもつ唯一のグループである。すなわち，軍部の力のもとで行われるプ
ルジョア改革は，大衆の動員と農村の変革が富と権力と権利の全面的再配分となることを
防ぐことができるであろう。オルソンは，このように軍部による土地改革の可能性につい
て考察しながら，しかし，ごくわずかの例外を除けば，近代化過程にある軍部体制がその
ような役割を果すことができることさえあやしいとその現実性に疑問を表明している。し
かし，軍部による土地改革は，単にラテンアメリカにおいてだけでなく，他の第三世界の
国にも行われている。オルソンは，よりましなものとして，発展途上国の民族資本と合衆
国との合作による土地改革を考えている。
もとより，都市のエリートが一般的にもはや土地改革に熱意を失っていることは，地主
階級と変りがないのであるが，それでもなお，増大する外国資本と協力する役割をもちた
いと願っているからである。導入された外国資本の増大と利益をわけあう魅力は，土地改
革の効果についての疑念をおさえさせることになるかもしれない。このようにして，土地
改革を通じて相互の生存を保障しあう外国資本と民族資本の同盟の見通しは，一つの可能
性をもっているとオルソンはいうのである。
では，地主はどうなるのか。かれらは当然のことながら，すべてもとのままであること
を望み，このグループを納得させることはほとんど不可能である。かれらの力は，社会の
いたるところに残っているが，それだけに，合衆国の全般的な目的の邪魔になっている。
かれらが抑えられなければ，合衆国はその目標を達成することが困難である。地主がその
活動を商工業にのばし，地主としての損失をつぐなえるところではましであるが，それで
も圧力を集中しなければならないのである。このように，オルソンは，アメリカの世界戦
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略が第三世界に土地改革を行うことを要求しながら，その改革が結局は限界のあるものに
止まらなければならないことを強調している。そして，農民の解放と民族的経済発展を保
証するのは，農民自身が権力を握った土地改革であると結論している。ここには，非常に
多くの興味ある問題が提起されている。一つは，アメリカの世界戦略が第三世界における
土地改革を含んでいるという指摘である。そして，それが，しばしば，農民にまったく同
情をもたない独裁政権によって行われているという指摘である。また，農民自身が主体に
なった土地改革の賞賛もある。しかし，オルソンが，これらの分析と指摘を通じて，一貫
して強調している権力の問題は，ついに明確な性格規定も行われないままに終っている。
地主がなお支配的な力をもっている国で，合衆国との関係で土地改革がかなり徹底した形
で遂行されたばあいに，その権力はどのような階級的性格のものであるのか。その対極に
ある農民主体の土地を遂行するのはどのような権力であるのか。今後の検討がまたれるも
のである。
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